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１．研究交流促進法について
研究交流促進法（昭和６１年法律第５７号）は国と国以外の者との研究交

流を促進し、もって国の研究の効率的促進を図ることを目的とする法律であ
る。
また、国土交通省関係研究交流促進法施行規則（平成１２年総理府、運輸

省、建設省令第６号。以下「施行規則」という。）は、研究交流促進法を実
施するため、国土交通省における国有の試験研究施設・土地の廉価使用に係
る具体的手続き等を規定したものである。

２．改正の背景
今通常国会（第１６４回国会）において、国有の試験研究施設・土地の廉

価使用に関する特例の措置（構造改革特区による特例措置の全国化）等を内
容とする「研究交流促進法及び特定放射光施設の共用の促進に関する法律の
一部を改正する法律」（平成１８年法律第３７号。以下「改正法」とい
う。）が平成１８年５月に成立した。
今般、改正法が平成１８年７月１日に施行されることに伴い、施行規則及

び国土交通省関係構造改革特別区域法施行規則（平成１５年国土交通省令第
４４号）について所要の改正を行うこととする。

３．改正の概要

○国土交通省関係研究交流促進法施行規則の改正
国有の試験研究施設・土地の廉価使用に関する特例措置に係る手続きにつ

いて新たに規定

○国土交通省関係構造改革特別区域法施行規則の改正
構造改革特区による特例措置の全国化に伴い、研究交流促進法関連部分を

削除
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